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作 成 年 月 日 平成 26 年 11 月 18 日 

作成部局課室名 企画県民部広報課広聴室 

県民モニター「第３回アンケート調査」結果概要 

１ 調査概要 

調査テーマ：「男女共同参画に関する意識調査に 

ついて」 

(1) 調査対象者：県民モニター2,248 人 

(2) 調 査 期 間：平成 26年 9月 25 日(木) 

             ～10 月 8 日 (水)[14 日間] 

(3) 調 査 方 法：県ホームページ上のｱﾝｹｰﾄﾌｫｰﾑに入力 

(4) 回 答 者 数： 1,472 人（回答率 65.5％） 

 

 

２ 調査結果の概観 

（１）育児・介護などの家庭生活について 
項 目 アンケート結果(主な意見) 結果の考察 

家 庭 で の 夫 婦
の 役 割 分 担 の
あり方 

  

 

 

 

 

 

 

 

 「生活費の確保」は主に夫、「家事」や「家
計管理」は主に妻という人が共に半数を超え
ている。 
 「地域の行事参加等」、「子育て」や「高齢
者等の介護・世話」では、夫婦同程度と考え
る人が約 2/3 を占めている。 
 夫は「生活費の確保」だけで、他は妻の役
割という古い意識は薄れ、子育てや介護、地
域の行事参加においては、夫婦が共に協力
していくべきという考え方を支持する人が多く
なっている。 

共働き夫婦の育
児・介護休業の
取得のあり方 

  

 

 

 

 

（参考：H21 調査結果） 

 

 

 

 

 育児休業については、全体の６割が「同じ
ように取るべき」と回答し、前回調査と比べ
7.1 ﾎﾟｲﾝﾄ増加している。また、「妻が取るべ
き」という意見も 32.9%と依然多いが、前回調
査と比べ 8.2 ポイント減少している。 
 介護休業については、全体の 3/4 を超える
人が「同じように取るべき」と回答。前回調査
同様、夫婦が共に担う意識が強い。 
 

子 育 て 中 の 人
が家事・育児に
費やす時間（１
日あたり） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ※対象は子育て中（中学生以下）の人限定(412 人) 

 男性のうち半数近くの人が１日１時間以
上、家事等に時間を費やすなど、一定の役
割を果たしていることがうかがえるが、女性と
比較すると圧倒的にその時間は少ない。 
 
 

＜参考－対象者及び回答者属性＞ 

 対象者 回答者 回答率 
総  数 2,248 1,472 65.5 

性
別 

男 性 1,155 829 71.8 
女 性 1,093 643 58.8 

年
代
別 

10～20代 186 86 46.2 
30 代 374 197 52.7 
40 代 469 285 60.8 
50 代 387 265 68.5 
60 代 515 396 76.9 

70 代以上 317 243 76.7 

今回調査 主に夫 同程度 主に妻 

生活費の確保 55.2% 30.8% 9.9% 

家事 0.6% 34.7% 61.5% 

家計管理 6.1% 38.8% 51.5% 

地域の行事参加等 3.6% 67.0% 25.7% 

子育て 0.6% 65.5% 28.0% 

高齢者等の介護・世話 1.8% 69.8% 18.2% 

 

 
夫が 

取るべき 
妻が 

取るべき 
同程度 
取るべき 

育児休業 1.6% 32.9% 58.2% 

介護休業 2.2% 13.6% 76.6% 

 

 
夫が 

取るべき 
妻が 

取るべき 
同程度 
取るべき 

育児休業 1.8% 41.1% 51.1% 

介護休業 2.7% 15.0% 75.9% 

 

 男性 女性 

４時間以上 7.1% 50.0% 

２時間～４時間未満 15.2% 24.6% 

１時間～２時間未満 22.8% 7.5% 

３０分～１時間未満 21.7% 2.6% 

３０分未満 12.5% 0.9% 

ほとんどない 20.7% 14.5% 

 

資料５ 
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男性が家事、子
育て、介護、地
域 活 動 に 積極
的に参加してい
くために必要な
こと 

 
[上位回答] 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 「夫婦や家族間のコミュニケーション」や「夫
婦間の考えの尊重」など、夫婦間での理解
や協力を重視する人が多く、「男性自身の抵
抗感をなくす」や「労働時間短縮や休暇制度
の普及」を挙げる人も半数を超えて上位とな
っている。 

 
 

 

 

（２）職場等での女性の活躍について 

項 目 アンケート結果(主な意見) 結果の考察 

女性が活躍でき
る仕事・職場環
境にするために
必要なこと 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 「育児・介護との両立支援制度の充実」や
「勤務時間の柔軟性」など制度に関する回答
が多く、また、「女性が働くことへの理解」や
「仕事が適正に評価される」など、社会の意
識に関する回答も多くなっていることから、制
度・意識の両面での取組が求められている。 
 

女 性 の 活 躍 が
進 む た め に 必
要 な 家 族 や 社
会等からの支援 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 男女ともに、保育や介護の施設及びサービ
スの充実が必要と考える人が多い。また、男
性の積極的な参加が必要と考える人も多く、
特に女性は、女性回答者 643 人のうち７割を
超える 459 人の人が必要と回答していること
などから、施設やサービスの充実に加え、男
性の積極的な家事・育児・介護等への参加
と、参加を促進させるための環境を整えるこ
とも求められている。 
 

 

育児・介護との両立に職場の支援制度
が整っていること 74.1% 

上司・同僚が、女性が働くことに理解が
あること 66.3% 

長時間労働の必要がないことや、勤務
時間が柔軟であること 58.6% 

仕事が適正に評価されること 56.8% 
職場のトップが女性の活躍の促進に積
極的であること 46.2% 

仕事の内容にやりがいがあること 36.1% 
身近に活躍している女性（ロールモデ
ル）がいること 22.8% 

 男性 女性 

保育の施設・サービスの充実 70.8% 74.2% 

男性の積極的な家事・育児・
介護参加 

63.4% 71.4% 

高齢者や病人の施設や介護
サービスの充実 

62.5% 63.6% 

利用しやすい（育児・介護以
外の）家事サービスがあること 

50.5% 51.9% 

夫以外の家族・地域による家
事・育児・介護支援 

38.5% 42.8% 

スキルアップに向けた研修や就
職相談等の再就職しやすい環境
が整っていること 

33.8% 41.8% 

起業を希望する際に資金調達や
ノウハウの取得が容易なこと 

13.6% 17.7% 

 

夫婦や家族間でのコミュニケーションを
よくはかる 66.0% 

当事者（夫婦間）の考えを尊重し、まわり
の人が固定的な観念等を押しつけない 57.5% 

男性が家事などに参加することに対す
る男性自身の抵抗感をなくす 55.0% 

労働時間短縮や休暇制度を普及し、
仕事以外の時間を多く持てるようにする 54.4% 

社会の中で、男性が家事などを行うこと
に対する評価を高める 40.7% 
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（３）男女共同参画全般について 

項 目 アンケート結果(主な意見) 結果の考察 

男女共同参画
に関する事項の
認知度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 「男女雇用機会均等法」や「セクハラ」、「Ｄ
Ｖ」などの認知度は極めて高く、一般化して
いることがうかがえる。 
 本県の男女共同参画の行動計画である
「プラン２１」や推進拠点である「イーブン」の
認知度は低く、国が中心となって取り組む
「ポジティブ・アクション」も同様に低い。 
 今後も引き続き、本県の施策等について、
普及啓発等に努め、県民の理解を深めてい
く必要がある。 

社 会 全 体 で み
た 男 女 の 地 位
について 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ※ 男性優位：「非常に優位」＋「やや優位」 

[男女間の差が大きい項目] 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 「慣習・しきたり等」、「職場」、「政治」につい
ては、いずれも８割程度の人が「男性優位」と
回答しており、「学校教育」を除き、半数を超
える多くの人が男性に優位な社会と考えて
いる。 
 「学校教育」、「法律・制度」については、
「平等になっている」との回答も多くなってい
るが、男女別に見た場合、「法律・制度」、
「政治」については、女性の方が 10 ﾎﾟｲﾝﾄ以
上、男性優位と感じており男女間で大きな意
識の差が見られる。 
 

男女共同参画
社会を実現する
ために、行政が
力を入れていく
べきこと 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 保育や介護の施設及びサービスの充実が
必要と考える人が最も多く、併せて、介護や
育児等と仕事との両立支援など、家庭の事
情に左右されず、継続して就業することに対
するニーズも高い。 
 また、管理職等への女性登用が必要とする
意見が続いており、行政、民間、問わず女性
の社会進出に対するニーズも高い。 

行政としては、このように仕事と家庭生活と
の両立支援のニーズや積極的な女性登用な
どに応える施策の展開が求められている。 
 

※ アンケート結果は、「新ひょうご男女共同参画プラン２１」改定の基礎資料として活用する。 

男女雇用機会均等法 89.3% 
セクシュアル・ハラスメント 84.2% 
ドメスティック・バイオレンス 80.5% 
育児・介護休業法 64.1% 
男女共同参画社会基本法 56.2% 
ワーク・ライフ・バランス 42.6% 
男女共同参画社会づくり条例 27.8% 
県立男女共同参画センター「イーブン」 13.4% 
新ひょうご男女共同参画プラン２１ 12.8% 
ポジティブ・アクション 12.8% 

保育の施設・サービスや、高齢者や病
人の施設や介護サービスを充実する 

66.3% 

子育てや介護中であっても仕事が続け
られるよう支援する 

63.5% 

労働時間の短縮や在宅勤務の普及な
ど男女共に働き方の見直しを進める 

61.7% 

子育てや介護等でいったん仕事を辞
めた人の再就職を支援する 

61.3% 

法律や制度の見直し・強化（仕事と生活
の両立支援、雇用均等、女性登用等） 

55.4% 

国・地方公共団体の審議会委員や管
理職など、政策決定の場に女性を積極
的に登用する 

42.3% 

民間企業・団体等の管理職に女性の
登用が進むよう支援する 

40.5% 

従来、女性が少なかった分野（研究者
等）への女性の進出を支援する 

35.5% 

男女の平等と相互の理解や協力につ
いて学習機会を充実する 

23.8% 

男女の平等と相互の理解や協力につ
いて広報・ＰＲする 

23.1% 

女性や男性の生き方や悩みに関する
相談の場を提供する 

19.4% 

 

 男性優位 女性優位 平等 

慣習・しきたり等 86.8% 2.6% 5.3% 

職場 85.3% 2.9% 6.8% 

政治 79.8% 3.1% 11.2% 

家庭生活 77.3% 13.2% 4.8% 

地域活動 73.0% 11.3% 8.0% 

法律・制度 55.2% 9.1% 25.1% 

学校教育 38.5% 12.4% 37.4% 

 

 男性 女性 差 

法律・
制度 

男性
優位 

49.2% 63.0% 13.8 

平等 32.3% 15.7% -16.6 

政治 

男性
優位 

75.0% 85.8% 10.8 

平等 15.9% 5.1% -10.8 

 


